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 障害福祉計画は、障害者総合支援法第 88 条第 1 項

に基づくもので、障害者が利用する障害福祉サービス

等の確保に関する計画であり、平成 30 年度から令和

2 年度の 3 年を 1 期として策定しました。 

令和元年度の障害福祉計画における実績について

報告します。 
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（１）身体障害者手帳 

≪身体障害者手帳所持者数≫                （各年 4月 1日現在）単位：人 

年度 

障害の区分 

平成 

30 年度 

令和 

元年度 

令和 2年度 

18歳未満 18歳以上 合 計 内1・2 級者 

視 覚 障 害 620 619 6 620 626 356 

聴 覚 障 害 等 759 784 62 730 792 289 

音 声 機 能 障 害 等 143 147 3 136 139 19 

肢 体 不 自 由 4,510 4,430 93 4,200 4,293 1,626 

内 部 障 害 3,489 3,529 49 3,522 3,571 2,451 

合  計 9,521 9,509 213 9,208 9,421 4,741 

（２）愛の手帳 

≪愛の手帳所持者数≫                   （各年 4月 1日現在）単位：人 

     年度 

区分 
平成 30 年度 令和元年度 

令和 2年度  

18歳未満 18歳以上 合 計 

1 度 73 68 6 61 67 

2 度 487 489 107 391 498 

3 度 503 509 123 395 518 

4 度 862 873 219 678 897 

合  計 1,925 1,939 455 1,525 1,980 

（３）自立支援医療費（精神通院）および精神障害者保健福祉手帳 
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２
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３
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29 147 108 1,384 2,187 377 16 24 64 130 162 221 252 5,072 55 545 563 1,163 115 1,013 1,036 2,164 

30 162 122 1,310 2,378 362 20 19 66 200 158 272 155 5,224 71 571 596 1,238 126 1,116 1,159 2,401 

元 163 133 1,266 2,494 392 18 29 62 230 192 273 278 5,530 73 669 736 1,478 144 1,240 1,332 2,716 

※精神障害者保健福祉手帳保持者は、手帳の有効期限が 2 年であるため、当該年度と前年度の認定者数の合計と

しています。 

１．品川区の障害者の状況 

(令和 2 年度健康推進部事務事業概要より抜粋) 
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（１）施設入所者の地域生活への移行 

目標 基準値 
令 2 年度 

目標値 

29 年度 

実績 

30 年度 

実績 

令 元年度 

実績 

①令和 2 年度末までの地域生活移行者数 

目標：平成 28 年度末時点における入所者

数の 2%以上が地域移行 

281 6 2 0 0 

②令和 2 年度末時点における施設入所者数

目標：平成 28 年度末時点の入所者数を超

えない 

281 281 277 277 276 

 

平成 30 年度末時点における施設入所者 277 人のうち、令和元年度末までに、地域生活に

移行した人は 0人でした。 

施設入所者においては重度化・高齢化が進行しており、積極的な地域生活移行の対象と

なる利用者が見当たらない状況にあります。地域での生活基盤となるグループホームや在宅

サービスの充実を図るなど、社会資源の整備を行うことが課題となっています。 

（２）地域生活支援拠点等の整備 

国の基本指針では、地域生活支援拠点等について令和 2年度末までに各市町村または各圏

域に少なくとも一つを整備することを基本としています。 

区では平成 29 年度より、拠点相談支援センター3か所（品川区旗の台障害児者相談支援セ

ンター、品川区東品川障害者相談支援センター、品川区南品川障害児者相談支援センター）

に地域生活支援拠点マネージャーを配置し、面的整備型地域生活支援拠点を運営しています。 

また、令和元年 10 月より品川区立障害児者総合支援施設が開設され、多機能型拠点整備

型として地域生活支援拠点の機能を持たせています。 

今後はさらに相談機能の充実をはじめ、既存事業の再構築、事業所間連携の強化により、

地域生活支援拠点の機能を高めていきます。 

（３）福祉施設から一般就労への移行 

目標 基準値 
令 2 年度 

目標値 

29 年度 

実績 

30 年度実

績 

令元年度

実績 

①令和 2 年度の一般就労への移行者数 

目標：平成 28 年度の就労移行実績の 1.5

倍以上 

23 35 37 57 69 

②令和 2 年度末における就労移行支援事業

の利用者数 

目標：平成 28 年度末から 2 割以上増加 

74 100 111 125 121 

③就労移行率 3 割以上の就労移行支援事業

所の割合 

― 5 割以上 40% 83% 63％ 

④各年度における就労定着支援による支援

開始 1 年後の職場定着率 

― 80% ― ― 96％ 

 

就労移行支援事業者は、平成 29 年度末の 5事業所（定員 90 人）から、令和元年度末には

8事業所（定員 150 人）に増加しています。 

就労定着支援事業は、平成 30 年度に新たに創設された事業です。区内では、平成 30 年度

に 4か所の事業所が開設されました。 

 

２．令和 2 年度末における成果目標 
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（１）訪問系サービス 

訪問系サービスには、居宅において入浴・排せつ・家事などの介護や家事の援助を行う居

宅介護や重度訪問介護、視覚障害の方の外出時に同行し介護など必要な援助を行う同行援護、

行動上困難を伴う知的や精神障害の方が外出する際に必要な援護を行う行動援護、重度障害

がある方に障害福祉サービスを包括的に提供する重度障害者等包括支援があります。 

 

※実績・見込量は平成 30 年度までは 3 月末の数値です。令和元年度は年間実績平均値です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H27 H28 H29 H30 R1 R2

月間利用者数 254 261 244 262 265

見込み 279 307 338 262 278 295

月間利用時間数 9,069 9,588 9,022 9,756 9,857

見込み 11,160 12,280 13,520 10,016 10,748 11,508
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３．障害福祉サービス 
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①居宅介護 

居宅において、入浴、排せつおよび食事等の介護、調理、洗濯および掃除等の家事ならび

に生活等に関する相談および助言、その他の生活全般にわたる援助を行います。 

 

※実績・見込量は平成 30 年度までは 3 月末の数値です。令和元年度は年間実績平均値です。 

 

②重度訪問介護 

重度の肢体不自由者、知的障害者および精神障害者で常に介護を必要とする人に、居宅に

おいて、入浴、排せつおよび食事等の介護、調理、洗濯および掃除等の家事ならびに生活等

に関する相談および助言、その他の生活全般にわたる援助ならびに外出時における移動中の

介護を総合的に行います。 

 

※実績・見込量は平成 30 年度までは 3 月末の数値です。令和元年度は年間実績平均値です。 

H27 H28 H29 H30 R1 R2

月間利用者数 140 142 129 138 145

見込み 143 151 159

月間利用時間数 1,746 1,801 1,484 1,985 2,032

見込み 1,788 1,888 1,988
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H27 H28 H29 H30 R1 R2

月間利用者数 48 48 45 44 42

見込み 48 52 56

月間利用時間数 5,656 6,023 5,747 5,684 5,711

見込み 6,240 6,760 7,280
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③同行援護 

視覚障害により、移動に著しい困難を有する障害のある人に、外出時において同行し、移動

に必要な情報を提供するとともに、移動の援護、排せつおよび食事等の介護、その他必要な援

助を行います。 

  

※実績・見込量は平成 30 年度までは 3 月末の数値です。令和元年度は年間実績平均値です。 

 

④行動援護 

 障害のある人が行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、外出時における移

動中の介護、排せつ及び食事等の介護、その他行動する際に必要な援助を行います。 

  

⑤重度障害者等包括支援 

   重度の障害がある人に対し、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、生活介護、短

期入所、共同生活援助、自立訓練、就労移行支援および就労継続支援を包括的に提供します。 
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月間利用時間数 1,667 1,764 1,791 2,087 2,113

見込み 1,988 2,100 2,240
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（２）日中活動系サービス 

① 生活介護 

常時介護を必要とする人に、主に昼間において、障害者支援施設等で行われる入浴、排

せつ、食事等の介護、創作活動または生産活動の機会の提供等のサービスを提供します。 

    

 
※実績・見込量は平成 30 年度までは 3 月末の数値です。令和元年度は年間実績平均値です。  

H27 H28 H29 H30 R1 R2

月間利用者数 475 490 478 485 469

見込み 502 507 517 489 497 509

月間利用実日数 9,726 9,705 9,168 9,190 9,066

見込み 10,040 10,140 10,340 9,780 9,940 10,180
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② 自立訓練（機能訓練・生活訓練） 

【自立訓練（機能訓練）】 

身体機能・生活能力の維持・向上等の支援の必要な身体障害者に対し、身体機能のリハ

ビリテーション、歩行訓練、コミュニケーションや家事等の訓練、日常生活上の相談支援、

就労移行支援事業所等の関係サービス機関との連絡調整等の支援を行います。 

 

※実績・見込量は平成 30 年度までは 3 月末の数値です。令和元年度は年間実績平均値です。 

 

【自立訓練（生活訓練）】 

     生活能力の維持・向上等の支援が必要な知的障害者・精神障害者に対し、食事や家事等  

の日常生活能力を向上するための支援、日常生活上の相談支援、就労移行支援事業所等の

関係サービス機関との連絡調整等の支援を行います。 

 
※実績・見込量は平成 30 年度までは 3 月末の数値です。令和元年度は年間実績平均値です。  

H27 H28 H29 H30 R1 R2

月間利用者数 7 7 5 4 5

見込み 4 8 12 11 15 19

月間利用実日数 84 96 55 42 55

見込み 40 80 120 154 210 266
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H27 H28 H29 H30 R1 R2

月間利用者数 34 24 26 23 20

見込み 25 29 33 28 31 31

月間利用実日数 511 415 286 300 279

見込み 475 551 627 504 558 558
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③ 就労移行支援 

       一般就労を希望する対象者に、定められた期間(２年)、生産活動その他活動の機会を通

して、一般就労に必要な知識および能力の向上のために必要な訓練等を提供します。 

     

※実績・見込量は平成 30 年度までは 3 月末の数値です。令和元年度は年間実績平均値です。 

 

④ 就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 

【就労継続支援Ａ型】 

一般就労が困難な人に対して、雇用契約に基づく就労の機会を提供します。また、一般

就労に必要な知識および能力の向上を図る支援を行います。 

 
※実績・見込量は平成 30 年度までは 3 月末の数値です。令和元年度は年間実績平均値です。  

H27 H28 H29 H30 R1 R2

月間利用者数 66 74 111 125 123

見込み 65 75 85 90 95 100

月間利用実日数 1,125 1,360 1,870 2,263 2,151

見込み 1,040 1,200 1,360 1,440 1,520 1,600
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月間利用者数 74 76 67 66 64

見込み 58 60 60 75 75 75

月間利用実日数 1,524 1,553 1,524 1,302 1,245

見込み 1,218 1,260 1,260 1,575 1,575 1,575
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【就労継続支援Ｂ型】 

一般就労が困難な人や一定年齢に達している人に対して、就労や生産活動等の機会を提 

供し、知識・能力の向上・維持を図る支援を行います。 

 

※実績・見込量は平成 30 年度までは 3 月末の数値です。令和元年度は年間実績平均値です。 

 

 

⑤ 就労定着支援 

     就労移行支援等を利用して一般就労に移行し、就労に伴う環境変化により生活面の課題

は生じている障害者を対象として、企業や関係機関等との連絡調整やそれに伴う課題解決

に向けて必要な支援を行います。 

  

※実績・見込量は平成 30 年度までは 3 月末の数値です。令和元年度は年間実績平均値です。 

 

H27 H28 H29 H30 R1 R2

月間利用者数 363 347 372 363 375

見込み 361 371 377 359 369 379

月間利用実日数 6,202 6,032 6,112 5,873 6,027

見込み 5,776 5,936 6,032 6,103 6,273 6,443

363 347 372 363 375

361 371 377 359 369 379
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（日）（人）
就労継続支援Ｂ型実績

H30 R1 R2

月間利用者数 35 36

見込み 88 97 105

35 36
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105
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（人） 就労定着支援実績
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⑥療養介護 

病院等への長期入院による医療的ケアを要する障害児者で常時介護を要する人に対し、

主に病院等で行われる機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下での介護や日常生

活上のサービスを提供します。 

 

※実績・見込量は平成 30 年度までは 3 月末の数値です。令和元年度は年間実績平均値です。      

  

H27 H28 H29 H30 R1 R2

月間利用者数 27 28 27 29 31

見込み 30 30 30 28 28 28

27 28 27 29 3130 30 30 28 28 28
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35

（人）
療養介護実績
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⑦ 短期入所（福祉型・医療型） 

【短期入所（福祉型）】 

介護を行う人の疾病、事故、出産等の理由により、障害児者等を一時的に居宅において

介護できなくなったときに、施設等への短期間の入所により、入浴、排せつおよび食事の

介護その他の必要な援助を行います。 

 

※実績・見込量は平成 30 年度までは 3 月末の数値です。令和元年度は年間実績平均値です。 

 

【短期入所（医療型）】 

 
※実績・見込量は平成 30 年度までは 3 月末の数値です。令和元年度は年間実績平均値です。 

  

H27 H28 H29 H30 R1 R2

月間利用者数 81 93 85 95 97

見込み 103 105 107 104 137 155

月間利用実日数 655 642 794 709 673

見込み 721 735 749 728 959 1,085

81
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H27 H28 H29 H30 R1 R2

月間利用者数 3 1 7 6 5

見込み 2 2 2 3 3 3

月間利用実日数 10 31 40 51 21

見込み 14 14 14 21 21 21
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（３）居住系サービス 

  ① 自立生活援助（平成 30 年度より新設） 

障害者支援施設や共同生活援助（グループホーム）等から一人暮らしへの移行を希望する

知的障害者や精神障害者等を対象として、本人の意思を尊重した地域生活を支援するために、

一定の期間わたり定期的な巡回訪問や随時の対応により、障害者の理解力、生活力等を補う

観点から適時のタイミングで適切な支援を行います。 

   

   ※実績・見込量は各年度 3 月の数値です。 

 

② 共同生活援助 

障害のある人に対して、共同生活を営む住居において、入浴、排せつまたは食事等の介

護、その他の日常生活上の援助や相談・助言を行います。 

 

※実績・見込量は各年度の 3 月末の数値です。 

H30 R1 R2

月間利用者数 0 0 0

見込み 1 1 1

0 0 0

1 1 1

0

0.5

1

1.5

2

（人） 自立生活援助実績

H27 H28 H29 H30 R1 R2

月間利用者数 150 148 158 170 186

見込み 125 131 137 157 163 169
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③ 施設入所支援 

障害者支援施設において、生活介護又は自立訓練、就労移行支援、就労継続支援の対象

者に対し、入浴、排せつ、食事の介護等を提供します。 

 

 

※実績・見込量は各年度の 3 月末の数値です。  

H27 H28 H29 H30 R1 R2

月間利用者数 273 281 277 286 273

見込み 300 300 300 281 281 281

273 281 277 286 273

300 300 300
281 281 281
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250

300

350

（人）
施設入所支援実績
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（４）相談支援 

① 計画相談支援 

障害のある人が障害福祉サービスや地域相支援を利用するために、サービス等利用計画

を作成します。この計画案を勘案して支給決定を受けることもできます。その後一定期間

ごとに支給決定されたサービスの利用状況を検証（モニタリング）し、サービス等利用計

画の見直し等を行います。 

 

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。 

※計画相談支援等の質の向上のため、平成 30 年度障害福祉サービス等の報酬改定により、

モニタリング実施標準期間を短縮する見直しが下記のとおり行われました。 

①療養介護、施設入所支援等の利用者「1 年→6 ヶ月」。 

②居宅介護等訪問系サービス、短期入所、就労移行支援、自立訓練、就労定着支援、自

立生活援助および共同生活援助の利用者「6 ヶ月→3 ヶ月」。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間利用者数 1,009 1,756 2,235 2,927 3,316

見込み 1,100 1,280 1,440 1,852 1,894 1,940
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② 地域移行支援 

障害者支援施設に入所している人、または精神科病院に入院している精神障害のあるひ

との、住居の確保その他の地域生活に移行するための活動に関する相談・障害福祉サービ

ス事業所等への同行支援等を行います。 

 
※実績・見込量は平成 30 年度までは 3 月末の数値です。令和元年度は年間実績平均値です。 

 

③ 地域定着支援 

入所施設や精神科病院から退所・退院した人や、家族との同居から一人暮らしに移行し

た人、地域生活が不安定な人等の安定した地域生活を図るため、常時の連絡体制を確保し、

障害の特性に起因して生じた緊急事態等に相談、緊急訪問、緊急対応等を行います。 

  

     

※実績・見込量は各年度 3 月の数値です。 

 

 

 

 

H27 H28 H29 H30 R1 R2

月間利用実人数 1 2 2 4 5

見込み 2 2 3 2 3 4

1 
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H30 R1 R2

月間利用者数 0 0

見込み 1 1 2

0 0 

1 1 

2 

0

1

2

3

（人） 地域定着支援実績
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（５）児童福祉系サービス 

① 児童発達支援 

療育の観点から集団療育および個別療育を行う必要があると認められる未就学の障害児

を対象として、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適

応訓練、その他必要な支援を行います。 

 

 
※実績・見込量は平成 30 年度までは 3 月末の数値です。令和元年度は年間実績平均値です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H27 H28 H29 H30 R1 R2

月間利用者数 252 234 364 402 409

見込み 150 160 170 324 352 383

月間利用実日数 1,183 1,279 1,920 2,022 2,543

見込み 1,200 1,280 1,360 2,592 3,168 3,830
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② 居宅訪問型児童発達支援（平成 30 年度より新設） 

     重度の障害等の状態にあって、外出することが著しく困難な障害児の居宅を訪問し、日

常生活における基本的な動作の指導、知識技術の付与、その他必要な支援を行います。 

  

 

③ 放課後等デイサービス 

     就学している障害児を対象として、放課後や学校の長期休暇中に日中活動の場として、

生活能力向上のために必要な訓練、社会との交流の促進、その他必要な支援を行います。 

  

※実績・見込量は平成 30 年度までは 3 月末の数値です。令和元年度は年間実績平均値です。 

 

H30 R1 R2

年間延利用者数 4 0

見込み 1 1 1

年間延利用日数 9 0

見込み 4 4 4

4 
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居宅訪問型児童発達支援実績

H27 H28 H29 H30 R1 R2

月間利用者数 217 265 346 409 450

見込み 130 150 170 370 425 480

月間利用実日数 1,048 1,406 1,943 2,203 2,555

見込み 650 750 850 2,220 3,400 4,800
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④ 保育所等訪問支援 

専門スタッフが 保育所、幼稚園、小学校等を訪問し、障害児が障害児以外の児童との集

団生活に適応することができるよう、障害児の身体・精神・環境に応じて、本人および訪問

先のスタッフに適切かつ効果的な支援を行います。  

 

※実績・見込量は平成 30 年度までは 3 月末の数値です。令和元年度は年間実績平均値です。 

 

⑤ 医療型児童発達支援 

肢体不自由児等重度で、理学療法等の機能訓練や医療管理下での支援が必要な未就学の

障害児を対象に、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への

適応訓練等の支援を行います。併せて、身体状況により治療も行います。 

    
※実績・見込量は平成 30 年度までは 3 月末の数値です。令和元年度は年間実績平均値です。  

H27 H28 H29 H30 R1 R2

月間利用者数 0 0 1 1 4

見込み 2 3 3 2 4 6

月間利用実日数 0 0 1 2 9

見込み 4 6 6 4 8 12
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保育所等訪問支援実績

H27 H28 H29 H30 R1 R2

月間利用者数 17 13 12 10 8

見込み 10 15 15 15 13 13

月間利用実日数 159 142 121 84 58

見込み 100 150 150 180 156 156
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医療型児童発達支援実績
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⑥ 障害児相談支援 

       障害児が障害児通所支援（児童発達支援・放課後等デイサービス等）を利用するために、

障害児支援利用計画を作成します。その後、一定期間ごとにモニタリングを行う等の支援

を行います。 

      

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。    

  

H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間利用者数 1 3 271 150 176

見込み 50 100 150 532 791 877
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（１）必須事業 

① 理解促進研修・啓発事業 

障害のある人が日常生活および社会生活を営む上で生じる社会的障壁をなくすため、

障害者への理解を深めることを目的とした、啓発事業等（イベントの開催や啓発活動）

を通じて地域住民への働きかけを行い共生社会への実現を目指すものです 

 

事業名 内 容 

障害者週間 

記念のつどい 

区民が障害者の福祉についての関心と理解を深めるとともに、障害者が

社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に積極的に参加する意欲を高

めるため、毎年障害者週間中（12 月 3 日から 12 月 9 日）に開催していま

す。 

ふくしまつり 

・ 

障害児者と家族の

レクリエーション

大会 

障害者とその家族が区内の施設、ボランティア団体と共に区民との交流

や親睦を図り、障害者への理解を深めるとともに、インクルージョン（地

域社会への参加・包容）を基本としたまちづくりを推進するため、毎年、

実行委員会を結成し実施しています。 

令和元年度は障害者スポーツへの理解・関心を高めるため、障害者スポ

ーツチャレンジデーと合同で開催しました。 

障害のある人とない人が共に楽しみふれあう場として、レクリエーショ

ン大会を行っています。※ふくしまつりとの合同開催です。 

 

②相談支援事業 

障害のある人の福祉に関する様々な問題について、障害のある人等からの相談に応じ、

必要な情報の提供、障害福祉サービスの利用支援等を行うほか、権利擁護のために必要な

援助を行います。 

 

 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

年間相談件数 32,705 37,080 37,151 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．地域生活支援事業 

②相談支援事業 
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③ 成年後見制度利用支援事業 

障害のある人の権利擁護の視点から、成年後見等開始審判を受けた障害者で、成年後見人

等および監督人への報酬の支払いが困難な人に当該費用の一部または全部を助成します。 

 

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。 

        

④ 意思疎通支援事業 

聴覚、言語・音声機能、視覚その他の障害のため、意思疎通を図ることに支障がある人

のために、手話通訳者や要約筆記者の派遣、点訳、代筆、代読、音声訳による支援などを

行います。 

【手話通訳者派遣事業】 

 

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。 

H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間助成件数 4 4 3 4 7

見込み 9 11 13 5 6 7
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H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間利用件数 548 711 919 706 779

見込み 700 700 700 710 720 730
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【要約筆記者派遣事業】 

 

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。 

 

⑤ 日常生活用具給付等事業 

重度障害のある人等に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具の給付または貸与を行

います。 

      【日常生活用具給付件数合計】 

 

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。 

 

 

 

 

 

H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間利用件数 22 13 35 67 80

見込み 40 40 40 28 31 34
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H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間給付件数 5,685 5,661 5,609 5,800 5,808

見込み 5,441 5,599 5,757 5,908 6,038 6,171
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【介護・訓練支援用具（入浴担架、体位変換器等）】 

 

 

【自立生活支援用具（入浴補助用具、頭部保護帽等）】 

 

 

【在宅療養等支援用具（吸引器、盲人用体重計等）】 

 

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。 

H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間給付件数 12 8 11 13 24

見込み 15 15 15 11 11 11
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（件） 介護・訓練支援用具給付実績

H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間給付件数 45 24 35 56 38

見込み 40 40 40 38 38 38
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H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間給付件数 35 32 27 38 42

見込み 33 36 39 32 32 32
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（件） 在宅療養等支援用具給付実績

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。 

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。 
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【情報・意思疎通支援用具（拡大読書器、音声化ソフト等）】 

 

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。 

 

【排泄管理支援用具（ストーマ、紙おむつ等）】 

 

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。 

 

【居宅生活動作補助用具（小規模住宅改修）】 

 

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。 

 

H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間給付件数 39 73 81 80 116

見込み 48 51 54 50 50 50
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H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間給付件数 5,546 5,521 5,452 5,612 5,585

見込み 5,300 5,450 5,600 5,772 5,902 6,035

5,546 5,521 5,452 5,612 5,585 
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H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間給付件数 8 3 3 1 3

見込み 5 7 9 5 5 5
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⑥ 手話奉仕員養成研修事業 

聴覚障害のある人との交流活動の促進、区の広報活動等の支援者として期待される手話

奉仕員（日常会話程度の手話表現技術を取得した者）の養成研修を行います。 

 

 

⑦ 移動支援事業 

屋外での活動が困難な人に対して、外出のための支援を行うことにより、障害者等の地

域における自立生活および社会参加を促すことを目的とした事業です。 

    

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。 

月間延利用者数と月間延利用時間数は各年度 3 月の数値です。令和元年度は年間平均値です。 

H27 H28 H29 H30 R1 R2

研修修了者数 28 40 11 9 9

見込み 48 50 52 20 20 20
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（人） 手話奉仕員養成研修事業実績

H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間延利用者数 953 1,217 1,219 1,277 1,421

見込み 850 900 950 1,450 1,550 1,650

年間延利用時間数 9,251 11,636 12,718 14,249 16,003

見込み 11,520 12,200 12,900 14,500 15,500 16,500

月間延利用者数 118 113 118

月間延利用時間数 1,242 1,265 1,334

953 
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移動支援事業実績

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。 
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⑧ 地域活動支援センター 

創作的活動、生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等を図るとともに、日常生活

に必要な支援を行います。令和元年 10 月開設した「品川区立障害児者総合支援施設」を

含め、区内には現在 3 カ所の地域活動支援センターがあります。 

名  称 所在地 備  考 

区立精神障害者地域生活支援センター 

「たいむ」 
品川区西五反田 2 丁目 24 番 2 号 平成 17年 10 月開設 

区立地域活動支援センター 

「逢（あえる）」 

品川区旗の台 5 丁目 2 番 2 号 

（心身障害者福祉会館内） 
平成 24 年 4 月開設 

地域活動支援センター 
品川区南品川 3 丁目 7 番 7 号 

(障害児者総合支援施設内) 
令和 2 年 1 月開設 

 

   

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。 

 月間延利用者数は平成 30 年度までは 3 月の数値です。令和元年度は年間平均値です。 

  

H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間延利用者数 10,438 9,984 10,263 9,637 9,818

見込み 12,000 12,100 12,200 10,100 11,200 12,300

月間延利用者数 581 612 818
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地域活動支援センター実績
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（２）任意事業 

■ 日常生活支援 

① 巡回入浴サービス事業 

障害者の健康保持と家庭の負担軽減を図るため、入浴が困難な在宅の重度心身障害児者

に巡回入浴車を派遣しています。 

  

 

② 日中一時支援事業 

     特別支援学校等に通学する障害児を介護している家族の就労を支える預かりや一時的休

息のため、放課後や夏休み等長期休暇中の日中における活動の場を提供します。 

 

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。月間利用件数は各年度の年間平均値です。 

H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間延利用者数 1,129 1,259 1,332 1,347 1,340

見込み 1,382 1,612 1,843 1,350 1,400 1,450

月間利用件数 94 105 111 112 112
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（人） 巡回入浴サービス事業実績

H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間延利用者数 4,597 4,389 5,261 5,805 5,076

見込み 5,200 5,300 5,400 5,865 7,797 8,073

月間延利用者数 383 366 438 484 423
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※実績・見込量は各年度の年間累計値です。月間利用件数は各年度の年間平均値です。 
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③ 障害者世帯ハウスクリーニング事業 

障害のある人の世帯の衛生と健康保持を図るため、本人または家族によるハウスクリー

ニング（大掃除）が困難な世帯に、日常の清掃では手の及ばない箇所の清掃を実施してい

ます。 

 

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。  

 

④ 住宅設備改善費給付事業 

      身体に障害のある人が住宅を改造する場合に費用の一部補助を行い、本人や介護者の負

担の軽減を図ります。 

 

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。 

      

  

H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間利用件数 50 48 50 44 45

見込み 56 56 56 50 50 50
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H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間実施戸数 4 3 2 1 1

見込み 6 6 6 4 4 4
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住宅設備改善費給付事業実績



29 

 

 

⑤ 障害者救急代理通報システム事業（旧：障害者緊急通報システム） 

      障害のある人の世帯に、救急代理通報システムを設置し、緊急時（救急・火災等）の安

全確保を図ります。 

 

 

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。 

  

H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間設置戸数 14 17 15 14 13

見込み 16 18 20 18 20 22
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障害者救急代理通報システム事業実績
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■ 社会参加支援 

⑥ 自動車運転免許取得助成 

      障害のある人が自動車運転免許を取得する際、運転教習料の一部を補助することで、日

常生活の利便性の向上および生活圏の拡大を図ります。 

 

 

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。 

    

 

⑦ 自動車改造経費助成 

      上肢、下肢または体幹機能障害のある身体障害者手帳１・２級の人が、就労等に伴い自

動車を取得し、自ら運転するために改造を必要とする場合、改造経費の一部を助成します。 

 

※実績・見込量は各年度の年間累計値です。 

     

  

H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間助成者数 2 2 3 1 3

見込み 2 2 2 2 2 2
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H27 H28 H29 H30 R1 R2

年間助成者数 3 0 4 2 3

見込み 3 3 3 2 2 2
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（１）障害者差別解消法に関する取組み 

平成 28 年 4 月 1 日に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（障害者差別

解消法）が施行されました。品川区では、事前に各課へ対応状況等に関する庁内調査を実

施し、それを基に、品川区職員が障害者に適切に対応するために必要な事項を定めた「品

川区における障害を理由とする差別の解消の推進に関する職員対応要領」および「職員対

応要領に係る留意事項」を策定しました。 

平成 28 年には区全職員向けに、障害者理解促進のための研修および講演会を実施し、

社会的障壁除去の視点から、区役所窓口等の改善の検証により、「合理的配慮の庁内統一ル

ール」を作成しました。 

令和元年度は、障害者差別の解消にかかる事例の共有、関係機関の連携、理解促進・普

及啓発を行うことにより、障害を理由とする差別を解消する取り組みを推進するため、 

「障害者差別解消支援地域協議会」を設置しました。 

区民向けに障害者差別解消法ハンドブックを作成し、区主催のイベントや区内施設にお

いて配布し、啓発を行っています。 

 

 

★令和元年度ハンドブック配布先 

【区内施設】 

区内各地域センター、区内各文化センター、図書館、品川歴史館、きゅりあん、 

スクエア荏原、各保健センター等。 

【その他】 

品川医師会、荏原医師会、品川歯科医師会、荏原歯科医師会、品川薬剤師会 

荏原薬剤師会等。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．その他の事業 
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（２）福祉カレッジ 

①事業内容 

品川区基幹相談支援センター機能強化の一環として、品川介護福祉専門学校の福祉カレッ

ジの中に、障害者支援に係る人材の育成研修を位置づけ、地域全体の支援力の向上を目指

します。 

 

②令和元年度の実績 

コース・講座名 実施日 
参加 

人数 

障
害
者
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
コ
ー
ス 

ボトム 

アップ研修 

①行動障害のある方の行動特性の理解 令和元年 10 月 11 日 17 人 

②行動障害のある方の効果的な支援方法 その１ 令和元年 11 月 1 日 18 人 

③行動障害のある方の効果的な支援方法 その２ 令和元年 11 月 15 日 24 人 

フォロー 

アップ研修 
実践経過・成果・課題報告会 令和 2 年 2 月 6 日 23 人 

子ども支援研修 

①感覚・運動と遊び 

感覚統合の考え方と発達支援 
令和元年 10 月 25 日 31 人 

②子どもが分かりやすい環境づくり 

応用行動分析(ABA)と構造化の考え方と発達支援 
令和元年 11 月 25 日 27 人 

③現場で行った実践・工夫を持ち寄って語り合い、

分かち合う 
令和元年 12 月 20 日 17 人 

オプショナル 

コース 

①障害者権利条約批准後の支援のあり方について 令和元年 9 月 29 日 36 人 

②障害者の高齢化とケアマネジメント 令和元年 10 月 7 日 55 人 

③感情労働とストレスマネジメント 令和元年 11 月 20 日 30 人 

④障害者が地域で生活するために 令和元年 12 月 9 日 32 人 
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（１）協議会の構成 

委員：28 名 

うち学識経験者 2 名、障害者団体代表 2 名、社会福祉法人代表 3 名、相談支援事業

所代表 5 名、公募区民 2 名 

（２）令和元年度の実施内容 

開催日時 議題 

令和元年 5 月 22 日 

（第1回） 

・障害者差別解消支援地域協議会の設置について 

・令和元年度のスケジュールについて 

・品川区障害者包括支援相談体制におけるヒアリング調査と課題

について 

令和元年 9 月 5 日 

      （第 2 回） 

・障害児者の相談支援体制整備促進事業等に係る事業者の選定に

ついての報告 

・各専門部会からの報告 

・平成 30 年度の品川区障害福祉計画の実績報告 

令和 2 年 2 月 7 日 

      （第 3 回） 

・障害者福祉課に寄せられた障害者差別に関する相談事例の共有

について 

・こども支援部会、就労支援部会からの報告など 

・令和元年度、全体を通しての総評 

 

 

 

６．品川区地域自立支援協議会 


